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(追 補 1) 



JIS A5801 :2008 
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JIS A 5801:1975 は 平成 20 年 3 月 20 日付で 改正され ま した。 
この 追 補 は， 改正 内容が 記載され ています が， JISA5801:1975 を 
併読して 用いて 下さい。 



平成 20 年 3 月 20 日 改正 

日本 工業 標準 調査 会 審議 

(日本規格協会 発行） 

著作権法に よ り 無断での ii«， 転載 等 は 禁止 さ れ ております。 



経済 産業 大臣 制定 ： 昭和 25.10.26 改正 ： 平成 20.3.20 
平成 20.3. 21 

財団法人 建材 試験 センター 

(T 103-0025 東京都 中央 区 日本 橋 茅場 町 2-9-8 友 泉 茅場 町 ビル TEL 03-3664- 921 1) 
財団法人 日本規格協会 

(亍 10 7 -8440 東京都 港 区 赤 坂 4-1- 24 TEL 03-5770-1571) 
日本 工業 標準 調査 会 標準 部会 （部会 長 二 瓶 好 正） 
こ の 規格に ついての 意見 又は 質問 は， 上記 原案 作成者 又は 経済 産業 省 産業 技截 f 環境 局 基準 認証 ュニ ッ ト 産業 基盤 標準 
化 推進' (t 100-8901 東京都 千代 田 区 霞が関 1-3-]) にご 連絡く ださい。 

なお， 日本工業規格 は， 工業 標準化 法 第 15 条の 規定に よって， 少なく とも 5 年 を 経過す る 日までに 日本 工業 標準 調査 
会の に 付され， 速やかに， 確認， 改正 又は 廃止され ます。 
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A 5801 ： 2008 

まえがき 

この 追 補 は， 工業 標準化 法 第 14 条 によって 準用す る 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 工業 標準 原案 を 具 
して 日本工業規格 を 改正す べきとの 申出が あり， 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 経済 産業 大臣が 改正 
した もので， これによ つて， JIS A 5801: 1975 は 改正され， 一部が 置き換えられた。 
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著作権法 により 無断での 樓襲； 輟覼 等ば 麵 止されて おります。 



曰 本 工業規格 



JIS 



建築 用 防火 木材 A5801- 1975 

(2006 確認） 

hire-retardant Woods tor Buildings 

平成 20 年 3 月 20 日付け 追 補 1 あり 

1. 適用 範囲 この 規格 は， 薬液 処理 を 施した 建築 用 防火 木材 （以下， 防火 木材と いう。） について 規定す る。 

2. 種別 及び 寸法 防火 木材の 種別 及び 製造 寸法 並びに 使用に 当たって 加工す る 場合の 寸法 は 表 1 による。 



表 1 



種 別 


製造 寸法 
厚さ mm 


使用に 当たって 加工す る 場合の 寸法 


備 考 


ひき 立て 材 


かんな 削り 
仕上 材 


屋外 用 1 級 


15〜45 


左記 寸法から 
2 miTi 以内 を 
減じても よい 


幅 • 厚さに おいて 13mm 以下に 加工して はならない 


板 
ひ き 割 


屋外 用 2 級 


13 


幅 ■ 厚さに おいて llmm 以下に 加工して はならない 


板 


屋外 用 3 級 


9 


幅 • 厚さに おいて 7 mm 以下に 加工して はならない 


板 


屋内 用 1 級 


13〜45 


左記 寸法から 
2 mm 以内 を 
減じても よい 


幅 • 厚さに おいて llmm 以下に 加工して はならない 


板 

ひ き 割 


屋内 用 2 級 


11 


幅 • 厚さに おいて 9 mm 以下に 加工して はならない 


板 



備 考 厚さの マイナスの 許容 差 は 認めない。 



3. 品 « 

3. 1 防火 木材 は， 含水 率 20% 以下の もので なければ ならない。 

3. 2 防火 木材 は 無節材 で， 割れ 又は はなはだし いそりの ない もので なければ ならない。 ただし， 最大 径 2 cm 以 
下の 節 及び 長さ lOcm 以下の 割れに ついては， 裏 打 その他 防火 上 有効な 処理 を 施した 場合 は 差し支えない。 

3. 3 防火 木材の 処理に 用いる 薬液 は， 処理 後に 木材に 支障 をき たす よ うな 強 酸 • 強 アルカリで なく， 鉄 類 及び 亜 給 
を 侵す おそれの 少ない もので， かつ 木材 腐朽 蘭の 繁殖 を 促さない もので なければ ならない。 

4. 試験 

4. 1 供試材 及び 試験 体 供試材 及び 試験 体 は （1)〜 （5) による。 

(1) 防火 木材 は 各 処理 単位 ごとに 樹種 及び 材 種の 区別に よって 心材の 供 試材を 摘出し， この 供試材 から 試験 体 
を 採取す る。 

なお， 試験に おいて 無 処理 材 との 比較 を 行う 場合の 無 処理 試験 体 採取 用 供試材 は， 同 一樹 種の ものから 当 
事 者 間で 協定のう え 摘出す る。 

(2) 防火 試験に 用いる 試験 体の 試験 面の 大きさ は， 30cmX 30cm とする。 



引用 規格 ： JIS A 1301 建築物の 木造 部分の g& 火 試験 方法 
JIS A 5508 鉄 丸 く ぎ 
JIS K 8576 水酸化 ナ トリウム （試薬） 
JIS Z 2102 木材の 平均 年輪 幅 • 含水 率 及び 比重 測定 方法 
JIS Z 2113 木材の 曲げ 試験 方法 



A 5801-1975 

(3) 供試材 から （2) の 試験 面の 幅 を もった 試験 体 を 採取す る こ とがで きない 場合に は， 適当に つぎ 合わせた 試 
験 体 を 用いても 差し支えない。 

(4) 試験 体 は， 両面かん な 削り 仕上げ をし， その 厚さ は 表 2 による。 



表 2 



種 別 


試験 体の 厚さ mm 


屋外 用 1 級 


13 


屋外 用 2 級 


11 


屋外 用 3 級 




屋内 用 1 級 


11 


屋内 用 2 級 


9 



(5) 試験 体 は， 供 試 材の材 幅の ほぼ 中心 線に そって 全畏 にわたり 均分 的に 必要な 個数 だけ 採取す る。 
4.2 防火 試験 

4.2.1 浸せき 処理 厘 外用 防火 木材の 防火 試験に は， 前 処理と して 浸せき 処理 を 行う。 その 方法 は， 試験 体 を 2 
枚 重ね合わせ， 分離 しないよ うに 適当に 処理し， 四周 面 を 適当な 方法で 防水 被覆し， 20°C の 清水 中に 8 昼夜 （192 時間） 
浸せき する。 浸せき 用水の 容積 は， 浸せき する 試験 体の 総 容積の 50 倍 以上と し， 試験 体 は， 相互に 又は 容器 内面に 接 
触して はならない。 

4.2.2 防火 試験 屋外 用 防火 木材 は， 4.2.1 の 浸せき 処理 を 終えた 試験 体 を 換気の 良好な 乾燥器の 中で 50。C で 
24 時間 乾燥し， 浸せき 面 を 試験 面と して 防火 試験 を 行う。 

屋内 用 防火 木材 は， 含水 率 16 ±2% の 試験 体に ついて 防火 試験 を 行う。 

防火 試験 は JIS A 1301 ( 建築物の 木造 部分の 防火 試験 方法） によって 行い， その 規定に 合格し なければ ならない。 
なお， 防火 試験 中に 扳褒に 達する 割れ 又は 節 抜け を 生じて はならない。 

4.3 さび 試験 浸せき 処理 を 行わない 供試材 から 1 枚 又は 2 枚つ ぎ 5 cm 角 以上， 供 試 材と同 厚の 試験 体 を 採取 
し， 同樹種 • 同 寸法の 無 処理 試験 体と ともに 50 °C で 24 時間 乾燥した 後， JIS A 5508 ( 鉄 丸く ぎ） に 規定す る 清浄な 
鉄 丸く ぎ 5 本 を 鉛直に 先端が 1cm 以上 突出す るよ うに 頭部まで 打 込み， これ を 底 部に 清水 を 入れた デシ ケ一タ 中に く 
ぎの 頭部 を 上に して 静 E し， 50 。C で 10 日間 放置す る。 

次に 防火 木材 試験 体 及び 無 処理 試験 体から くぎ を 抜き取り， これ を JIS K 8576( 水酸化ナトリウム） に 規定す る 
水酸化 ナ ト リ ゥム 溶液 （50%) 中で 30 分 間 同一 条件で 煮沸した 後， 鉄 さび を 十分に 除く。 この場合 鉄 丸く ぎの 重量 減 
少 率が， 無 処理 試験 体の ものに 比べて 同等 以下で なければ ならない。 

防火 木材 試験 体 及び 無 処理 試験 体 は， それぞれ 3 個ず つ 試験 を 行い， 重量 減少 率 は それぞれ 3 個の 平均 をと る ものと 
する。 

4.4 吸湿 試験 浸せき 処理 を 行わない 供試材 から 1 cm 角， 供 試 材と同 厚の 試験 体 を 採取し， 5(rC で 24 時 問 乾燥 
した 後， 温度 25。C， 湿度 約 90% の 容器 中に 24 時間 放置した 後， 重量 増加率が 同樹 種. 同 寸法の 無 処理の ものに 比べて 
2 倍 以内で なければ ならない。 

こ の 場合の 防火 木材 試験 体 及び 無 処理 試験 体 は， それぞれ 3 個ず つ 試験 を 行 1^ 、， 遁 S 増加率 は それぞれ 3 個の 平均 を 
とる ものと する。 

4. 5 強度 試験 供 試 材と同 厚の 幅 3cm， 長さ 30cm の 短 ざく 形の 試験 体 を 採取し， これ を 50 °C で 24 時間 乾燥し 
た 後， JIS Z 2113 ( 木材の 曲げ 試験 方法） の 規定に 従って 曲げ 試験 を 行い， 同樹種 • 同寸法の無処理のものに比べて， 
曲げ 強さの 低下が 10% 以内で なければ ならない。 



3. 
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なお， この 試験 は， 当事者 間の 協定に よって 省略しても 差し支えない。 

4.6 含水 率 含水 率の 測定 方法 は JIS Z 2102 (木材の 平均 年輪 幅 . 含水 率 及び 比重 測定 方法） によ る。 

5. 検査 防火 木材 は 4. の 各 試験 を 3 回 行い， 3 回と も 規定に 合格し なければ ならない。 

6. 表 示 防火 木材に は 種別 • 寸法 （幅 • 厚さ）. 製造業 者 名 又は その 略号 及び 製造年月日 を 明記し なければ なら 
ない。 



主務大臣： 通商産業大臣 制定 ： 昭和 25, 10. 26 改正 ： 昭和 50. 10. 1 確認 ： 平成 11. 2. 20 

官報 公示： 平成 11. 2. 22 

原案 作成 協力者 ： 財団法人 建材 試験 セ ンタ— 

審議 部会： 日本 工業 標準 調查会 建築 部会 （部会 長 西 忠雄） 

審議 専門 委員会： 防火 試験 方法 専門 委員会 （委员 会長 沢 田 ^) 

この 規格に ついての 意見 又は 質問 は， 経済 産業 省 産業 技術 環境 局 標準 課 産業 基盤 標準化 推進 室 （T100- 
8901 柬 京都 千代 田 区 霞が関 1 丁目 3—1) へ 連絡して く ださい。 

なお， ョ 本ェ: ぶ;; 规格 は， 工業 標準化 法 第 15 条の 規定に よって， 少なく とも 5 年 を (逄 過す る B までに 日本 工業 
標準 調査 会の 審議に 付され， 速やかに， 確認， 改正 又は 廃止され ます。 
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日本工業規格 



JIS 

A 5801 ：2008 



建築 用 防火 木材 
(追 補 1) 

Fire-retardant Woods for Buildings 
(Amendment i) 

JIS A 5801: 1975 を， 次のように 改正す る。 



引用 規格 欄の JIS A 5508 鉄 丸く ぎ を， JISAS508 く ぎに 置き換える。 

引用 規格 欄の JISZ2102 木材の 平均 年輪 幅。 含水 率 及び 比重 測定 方法 を， JIS Z 2101 木材の 試験 方法に 置 

き 換える。 

引用 規格 欄の JISZ2113 木材の 曲げ 試験 方法 を， JISZ2101 木材の 試験 方法に 置き換える。 

4.3 (さび 試験） の "JISASSCm (鉄 丸く ぎ） に 規定す る" を， "JISA 5 508 (くぎ） に 規定す る" に 置き 換 

え る。 

4.3 (さび 試験） の "JISK8576 (水酸化 ナ トリウム） に 規定す る 水酸化 ナ ト リ ゥム 溶液 （50 %) 中で" を， 
"JIS K 8576 [水酸化ナトリウム （試薬)] に 規定す る 水酸化ナトリウム を 用いて 水溶液 （ 5 ()%) を 作 襲 
し， この 水溶液 中で" に 置き換える。 

4.5 (強度 試験） の "JISZ2113 (木材の 曲げ 試験 方法） の 規定に 従って" を， "JISZ 2 101 (木材の 試験 方 
法） の 9. (曲げ 試験） の 規定に 従って" に 置き換える。 

4.6 (含水 率） の "含水 率の 測定 方法 は J1SZ 2102 (木材の 平均 年輪 幅 • 含水 率 及び 比重 測定 方法） による。" 
を， "含水 率の 測定 方法 は， JISZ2101 (木材の 試験 方法） の X (平均 年輪 幅， 含水 率 及び 密度の 測定） に 
よる。" に 置き換える。 



著作権法 によ り 無断での ««， 甎 IW' は 禁止され てお り ます。 



★ 内容に ついての お 問合せ は， 規格 開発部 標準 課 [FAX(03)3405-5541TEL(03)5770-1571] へ ご 連 

絡く ださい。 

★JIS 規格 票の 正誤 票が 発行され た 場合 は， 次の 要領で ご 案内いた します。 

(1) 当 協会 発行の 月刊誌 "標準化 ジャーナル" に， 正 • 誤の 内容 を 掲載いた します。 

(2) 原則として 毎月 第 3 火曜日に， "日経 産業 新聞" 及び "日刊 工業 新聞" の JIS 発行の 広告欄 
で， 正誤 票が 発行され た JIS 規格 番号 及び 規格の 名称 をお 知らせい たします。 

なお， 当 協会の JIS 予約者の 方に は， 予約され ている 部門で 正誤 票が 発行され た 場合， 自動 
的に お送りい たします。 

★J1S 規格 票の ご注文 は， 出版 事業部 出版 サービス 第 - - 課 [TEL(03)3583-8002 FAX(03)3583-0462] 

又は 下記の 当 協会 名古屋 支部， 関西 支部に おきましても 承って おり ますので， お 申込みく ださい。 
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東北 支部 〒980-0811 仙台巿 青葉 区 一番 町 2 丁目 5-22 穴 吹 第 19 仙 台 ビル 内 

TEL (022)227-8336( 代表） FAX (022)266-0905 

名古屋 支部 〒460-0008 名古屋 市中 区栄 2 丁目 6-1 白 川 ビル 別館 内 

TEL (052)221-83.1 6( 代表） FAX (052)203-4806 

関西 支部 T 541-0053 大阪市 中央 区 本 町 3 丁目 4-10 本 町 野 村 ビル 内 
TEL (06)626 1-80S6( 代表） FAX (06)626 卜 9 114 

広 島 支部 〒730- 0011 広 島 市中 区 基 町 5- 44 広 島 商工 会 儀 所 ビル 内 

TEL (082)221-7023 FAX (082)223-7568 

四国 支部 〒 760-0023 高 松 巿寿町 2 丁目 2- 1 JPR 高 松 ビ ル 内 

TEL (087)821-7851 FAX (087)821-3261 



福 岡 支部 福 岡 巿博多 区 店屋 町 1-31 'ぼ》 ァ- 

TEL (092)282-9080 FAX (092)282-91 1 8 
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ICS 13.220.20 

Reference number ： JIS A 5801:2008 (J) 



定価 420 円 （本体 400 円） 



著 fWi 法に より «if での 豪 鍵， 転載 等 は 禁止され てお り ます。 



